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平成３０年 工業統計調査（確報・概要版） 

（１）概 況 

 事業所数は、１,６３８事業所で、平成２９年工業統計調査（以下「前回調査」という。）に比べて 

３８事業所（２.３％）減少した。 

従業者数は、５７,３５８人で、前回調査に比べて１，２８５人（２.２％）減少した。 

製造品出荷額等は、１兆８,２９５億円で、前回調査に比べて８９８億円（５.２％）増加した。 

付加価値額は、６,１７８億円で、前回調査に比べて４７３億円（７.１％）減少した。 

○事業所数及び従業者数（従業者4人以上の事業所） 

区 分 

平成 29 年 平成 30 年 

増減率 工業統計調査 工業統計調査 

（H29.6.1 現在） （H30.6.1 現在） 

全 国 
事業所数 191,339 188,249 ▲1.6% 

従業者数 7,571,369 人 7,697,321 人 1.7% 

長崎県 
事業所数 1,676 1,638 ▲2.3% 

従業者数 58,643 人 57,358 人 ▲2.2％ 

○製造品出荷額等及び付加価値額（従業者 4 人以上の事業所） 

区 分 

平成 29 年 平成 30 年 

増減率 工業統計調査 工業統計調査 

（H28 年分） （H29 年分） 

全 国 
製造品出荷額等 302 兆 1,852 億円 319 兆 1,667 億円 5.6% 

付加価値額 97 兆 3,416 億円 103 兆 5,346 億円 6.4% 

長崎県 
製造品出荷額等 1 兆 7,397 億円 1 兆 8,295 億円 5.2% 

付加価値額 6,652 億円 6,178 億円 ▲7.1% 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注：「24」、「28」は経済センサス‐ 活動調査、その他の年は工業統計の結果より算出した。 
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（２）事業所数 
  
 
 

事業所数は１，６３８事業所で、前回調査に比べて３８事業所（２．３％）減少した。 

  産業別の増減をみると、食料品製造業▲２５事業所（増減率▲４．０％）、繊維工業▲７事業所（同

▲６．６％）、輸送用機械器具製造業▲６事業所（同▲４．２％）など７業種で減少し、鉄鋼業  

＋３事業所（同＋１０．７％）など７業種が増加した。 

産業別の構成比は、１位が食料品製造業３６．６％（６００事業所）、２位が窯業・土石製品製造

業１０．７％（１７５事業所）、３位が金属製品製造業９．８％（１６１事業所）、次いで輸送用機

械器具製造業８．３％（１３６事業所）の順になっている。 

 

   

   

     

   

   

   

   

   

   

 

          

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１，６３８事業所 

前年比 ２．３％減 
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（３）従業者数 

 

 

 従業者数は５７，３５８人で、前回調査に比べて１,２８５人（２．２％）減少した。 

 産業別の増減をみると、輸送用機械器具製造業▲１,８３８人（増減率▲１７．３％）、はん用機械器

具製造業▲２９４人（同▲４．５％）、食料品製造業▲１６０人（同▲１．０％）など１１業種で減少

し、生産用機械器具製造業５２６人（同４７．９％）、業務用機械器具製造業２５４人（同７３．４％）

など１３業種で増加した。 

産業別の構成比は、１位が食料品製造業２６．８％（１５，３７６人）、２位が輸送用機械器具製造

業１５．３％（８，７９５人）、３位が はん用機械器具製造業１０．８％（６，２０６人）、次いで

電子部品・デバイス・電子回路製造業８．２％（４，７３２人）の順になっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５７，３５８人 

前年比 ２．２％減 
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（４）製造品出荷額等 

 
 

 製造品出荷額等は１兆８，２９５億２，０００万円で、前回調査に比べて８９７億８，７００万円

（５．２％）増加した。 

産業別の増減をみると、はん用機械器具製造業＋４３８億１，３００万円（増減率＋１５．１％）、

生産用機械器具製造業＋１８６億４,９００万円（同＋８７．４％）、電子部品・デバイス・電子回路製

造業＋１５２億１，１００万円（同＋５．２％）など１４業種で増加し、輸送用機械器具製造業 

▲１３９億９００万円（同▲３．１％）、パルプ・紙・紙加工品製造業▲２２億５，２００万円（同 

▲３３．４％）、業務用機械器具製造業▲９億７，９００万円（同▲２．９％）など７業種で減少した。 

産業別の構成比は、１位が輸送用機械器具製造業２３．７％（４，３４２億６００万円）、２位が 

はん用機械器具製造業１８．２％（３，３３５億２，６００万円）、３位が電子部品・デバイス・電子

回路製造業１６．７％（３，０５７億６,５００万円）の順となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１兆８，２９５億２，０００万円 

前年比５．２％増 
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（５）付加価値額 

 
 

 付加価値額（従業者４～２９人は粗付加価値額）は６，１７８億１,８００万円で、前回調査に比べて

４７３億４,５００万円（７．１％）減少した。 

 産業別の増減をみると、輸送用機械器具製造業▲４３７億４，７００万円（増減率▲３７．８％）、

はん用機械器具製造業▲３１５億１，７００万円（同▲２２．６％）、業務用機械器具製造業▲１４億

７,４００万円（同▲１１．２％）など９業種で減少し、電子部品・デバイス・電子回路製造業 

＋１６２億３，３００万円（同＋１０．３％）、飲料・たばこ・飼料製造業＋１１１億８，６００万円

（同＋１７４．４％）、生産用機械器具製造業７９億７,２００万円（同＋７６．２％）など１１業種で

増加した。 

 産業別の構成比は、１位が電子部品・デバイス・電子回路製造業２８．２％（１，７４０億２００

万円）、２位がはん用機械器具製造業１７．５％（１，０８１億６，１００万円）、３位が食料品製

造業１５．９％（９８３億８，２００万円）の順になっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

６，１７８億１,８００万円 

前年比 ７．１％減 
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（６）設備投資額 

 
 

 設備投資額（従業者３０人以上の事業所）は、６９９億９，１００万円で、前回調査に比べて  

１７８億円（２０．３％）減少した。 

 産業別の増減をみると、電子部品・デバイス・電子回路製造業▲１１２億８，８００万円（増減率 

▲２８．８％）、食料品製造業▲１９億１，３００万円（同▲２４．０％）、繊維工業▲１１億 

７，６００万円（同▲７１．４％）など１１業種で減少し、業務用機械器具製造業＋６億６００万円

（同+４２．０％）、プラスチック製品製造業＋５億３，１００万円（同＋２７．７％）など５業種で

増加した。 

産業別の構成比は、１位が電子部品・デバイス・電子回路製造業４０．０％（２７９億７，４００

万円）、２位が輸送用機械器具製造業２１．０％（１４６億９,４００万円）、３位が はん用機械器

具製造業９．１％（６３億７，４００万円）、次いで食料品製造業８．６％（６０億４，４００万円）

の順になっている。 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

６９９億９，１００万円 

前年比 ２０．３％減 

注：「2３」、「2７」は経済センサス‐ 活動調査、その他の年は工業統計の結果より算出した。 
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（７）付加価値率、現金給与率、原材料率 

① 付加価値率 

 従業者３０人以上の事業所における付加価値率は３５．４％で前回調査より４．４ポイント下回った。 

 産業別にみた付加価値率は、電子部品・デバイス・電子回路製造業が６３．７％で最も高く、次いで

印刷・同関連業５７．３％、金属製品製造業５３．６％の順であった。一方、低い業種は輸送用機械

器具製造業１７．９％、飲料・たばこ・飼料製造業２２．８％、その他の製造業２３．２％の順であ

った。 

② 現金給与率 

 従業者３０人以上の事業所における現金給与率は１２．３％で前回調査より０．６ポイント下回った。 

 産業別にみた現金給与率は、印刷・同関連業が３０．８％で最も高く、次いで繊維工業２６．７％、

窯業・土石製品製造業２５．１％の順であった。一方、低い業種は飲料・たばこ・飼料製造業６．５％、

電子部品・デバイス・電子回路製造業１０．０％、はん用機械器具製造業１０．９％の順であった。 

③ 原材料率 

 従業者３０人以上の事業所における原材料率は５９．１％で前回調査より４．９ポイント上回った。 

 産業別にみた原材料率は、輸送用機械器具製造業７８．９％が最も高く、次いで、飲料・たばこ・飼

料製造業７３．０％、鉄鋼業６５．３％の順であった。一方、低い業種は、電子部品・デバイス・電子

回路製造業１８．５％、印刷・同関連業３８．２％、金属製品製造業４３．１％の順であった。 
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（８）市町別の状況 

①  事業所数        ～ 南島原市、佐世保市、長崎市などで減少 ～ 

 事業所数を市町別にみると、南島原市▲１７事業所（増減率▲９．０％）、佐世保市▲１１事業所（同

▲４．２％）、長崎市▲６事業所（同▲１．９％）、雲仙市▲４事業所（同▲５．９％）、五島市  

▲３事業所（同▲７．９％）など１１市町で前回調査に比べ減少した。 

また、市町別の構成比は、長崎市３０６事業所（１８．７％）、佐世保市２４９事業所（１５．２％）、

南島原市１７１事業所（１０．４％）の順になっている。 
 

②  従業者数        ～ 長崎市、波佐見町、南島原市などで減少 ～ 

 従業者数では、長崎市▲１，７０７人（増減率▲１１．７％）、波佐見町▲８５人（同▲３．５％）、

南島原市▲６５人（同▲３．９％）、五島市▲４１人（同▲７．６％）など１０市町で減少した。 

一方、大村市２３４人（５．４％）、諫早市１９２人（１．９％）、佐々町７１人（６．９％）、松浦

市６５人（３．６％）の１１市町で前回調査に比べ増加した。 

また、市町別の構成比は、長崎市（２２．４％）、諫早市（１７．７％）、佐世保市（１３．０％）

の順になっている。 
 

③  製造品出荷額等     ～ 長崎市、島原市、大村市などで増加 ～ 

 製造品出荷額等では、長崎市＋６１１億８，６００万円（増減率＋１１．７％）、島原市＋１３２億

２，８００万円（同＋４３．６％）、大村市＋１１２億６，２００万円（同＋１１．５％）など１２市

町で前回調査に比べ増加した。一方、佐世保市▲２０１億８，３００万円（同▲１０．９％）、時津

町▲４８億５，0００万円（同▲７．９％）、川棚町▲６億８，６００万円（同▲２．５％）の７市町

で減少した。 

また、市町別の構成比は、長崎市（３２．０％）、諫早市（２３．２％）、佐世保市（９．０％）の

順になっている。 
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（９）従業者規模別の状況 
 

① 事業所数 

従業者規模別にみた事業所数は、３０人未満の事業所が１，３１０業所（８０．０％）を占め、  

３０人～２９９人の事業所が３０３事業所（１８．５％）で、両者を合わせた３００人未満の事業所

が９８．５％、３００人以上の事業所が２５事業所（１．５％）であった。 

 前回調査と比較すると、３０人未満の事業所で３８事業所の減、３０人～２９９人の事業所および

３００人以上の事業所は増減なしとなっている。 
 

② 従業者数 

従業者規模別にみた従業者数は、３０人未満の事業所が１４，６１４人（２５．５％）、３０人～

２９９人の事業所が２３,２７１人（４０．６％）、３００人以上の事業所が１９,４７３人（３３．９％）

であった。 

 前回調査と比較すると、３０人未満の事業所で３５０人の減、３０人～２９９人の事業所で増減なし、

３００人以上の事業所で９３５人の減となっている。 
 

③ 製造品出荷額等 

従業者規模別にみた製造品出荷額等は３０人未満の事業所が２,１６４億７,０００万円（１１．８％）、

３０人～２９９人の事業所が４，６２０億３，０００万円（２５．２％）、３００人以上の事業所が

１兆１，５１０億２，１００万円（６３．０％）であった。 

 前回調査と比較すると、３０人未満の事業所で２３０億４，９００万円の増、３０人～２９９人の

事業所で３６７億８，４００万円の減、３００人以上の事業所で１,０３５億２，３００万円の増とな

っている。 
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（１０）１事業所当り、従業者１人当りの製造品出荷額等、付加価値額 

① 製造品出荷額等 

 １事業所当りの製造品出荷額等は１１億１,６９２万円で、前回調査に比べて７,８８９万円の増加

となった。 

 平均を上回っている業種は、情報通信機械器具製造業２５１億９,７１６万円、電子部品・デバイス・

電子回路製造業１６９億８，６９３万円、はん用機械器具製造業６０億６,４１０万円など６業種であ

った。 

 従業者１人当りの製造品出荷額等は３，１９０万円で、前回調査に比べて２２３万円の増加となっ

た。 

 平均を上回っている業種は、電子部品・デバイス・電子回路製造業６，４６２万円、情報通信機械

器具製造業５，９１９万円、業務用機械器具製造業５,４１６万円など８業種であった。 

 

② 付加価値額 

 １事業所当りの付加価値額は３億７，７１８万円で、前回調査に比べて１，９７０万円の減少となっ

た。 

 平均を上回っている業種は、電子部品・デバイス・電子回路製造業９６億６,６７７万円、はん用機

械器具製造業１９億６,６５６万円、業務用機械器具製造業１６億７，１８８万円など６業種であった。 

 従業者１人当りの付加価値額は１,０７７万円で、前回調査に比べて５７万円の減少となった。 

 平均を上回っている業種は、電子部品・デバイス・電子回路製造業３,６７７万円、飲料・たばこ・

飼料製造業２,２６８万円、業務用機械器具製造業１,９５１万円など７業種であった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


